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Ⅱ 平成２０年度予算編成

＜安心づくり・未来づくり予算＞

１ 予算規模

予算規模７，６２６億円（平⑲当初７，６６０億円：▲３４億円、▲０．４％）

～対前年度当初予算比で７年連続マイナス～

（参考）過去の当初予算規模

平⑪ ８，６０５億円（▲１．３％） 平⑯ ７，９８７億円（▲２．６％）

平⑫ ８，７２６億円（ １．４％） 平⑰ ７，７５９億円（▲２．８％）＊６補後

平⑬ ８，７６２億円（ ０．４％） 平⑱ ７，７０７億円（▲０．７％）

平⑭ ８，３４７億円（▲４．７％） 平⑲ ７，６６０億円（▲０．６％）

平⑮ ８，２０２億円（▲１．７％）

２ 予算編成の基本的考え方

平成２０年度当初予算では、公債費（＋３０億円）、社会保障関係経費（＋５０億円）、

退職手当（＋４０億円）などの義務的経費が大幅に増加する一方、一般財源総額の伸びは

大きく見込めず、本県財政は前年度以上に極めて厳しい状況にある。

このように厳しい財政状況の中で、平成２０年度の重点政策である「人と環境にやさし

い岐阜県づくり」「観光交流と産業活性化による地域の元気づくり」「人口減少社会を見据

えた取り組み」のための事業に予算を振り向けるためには、これまで以上に徹底した行財

政改革と政策の重点化が不可欠である。

そこで、職員の定員削減による人件費の縮減（▲２１億円）や事務事業の見直しの徹底

（▲４２億円）など行財政改革による歳出削減を一層進めるとともに、予算編成に先立ち、

若手職員を含めた全庁的な政策論議を行い、政策の重点化をさらに行った。

また、歳入面においても様々な角度から自主財源確保に努めたところである。

まさに「入るを量りて出ずるを制す」の言葉どおり、歳入に応じた歳出規模とすべく、

政策の重点化とあわせ、個々の事業を丹念に見直して歳出を厳しく切り詰め、結果として

７年連続のマイナス予算となった。

なお、平成２１年度以降においても、公債費や社会保障関係経費の更なる増加、東海環

状自動車道西回り区間の事業本格化に伴う県負担金の増加、さらには平成２４年のぎふ清

流国体開催のための準備経費の増加などが見込まれる一方、県税や地方交付税の伸びを期

待することは難しく、引き続き厳しい財政運営が求められる。
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３ 予算のポイント

歳 入
（単位：億円、％）

平⑳当初 平⑲当初
項 目 構成比 構成比 増減額 増減率

予 算 額 予 算 額

県 税 ２,６６０ 34.9 ２,６６０ 34.7 ± ０ ± ０

地 方 譲 与 税 ４４ 0.6 ４５ 0.6 ▲ １ ▲ ２.３

地方特例交付金 ２８ 0.4 ２０ 0.3 ＋ ８ ＋ ４０.５

地 方 交 付 税 １,６２１ 21.3 １,６３３ 21.3 ▲ １２ ▲ ０.７

県 債 ９４７ 12.4 ９１９ 12.0 ＋ ２８ ＋ ３.０

臨時財政対策債 ２５０ 3.3 ２１０ 2.7 ＋ ４０ ＋ １９.０

国 庫 支 出 金 ７９８ 10.5 ８３９ 10.9 ▲ ４１ ▲ ４.９

積立基金繰入金 ２８６ 3.7 ２９８ 3.9 ▲ １２ ▲ ４.１

土地開発基金繰入金 ２０ 0.2 ０ 0.0 ＋ ２０ 皆 増

繰 越 金 ３０ 0.4 ３０ 0.4 ± ０ ± ０

そ の 他 収 入 １,１９２ 15.6 １,２１６ 15.9 ▲ ２４ ▲ １.９

合 計 ７,６２６ 100.0 ７,６６０ 100.0 ▲ ３４ ▲ ０.４

１ 県 税

２，６６０億円（平⑲当初 ２，６６０億円 ±０）

法人二税（＋２６億円）と個人県民税（均等割・所得割）（＋２４億円）については若干

増収が見込まれるものの、地方消費税（▲３２億円）、自動車税（▲４億円）、軽油引取税

（▲８億円）などの消費関連税の減収が見込まれ、県税全体では横ばい

２ 地方特例交付金

２８億円（平⑲当初 ２０億円 ＋ ８億円 ＋４０．５％）

個人住民税における住宅ローン控除の実施に伴う減収を補てんするため、減収補てん特

例交付金が創設（９億円）

３ 県 債

９４７億円（平⑲当初 ９１９億円 ＋２８億円 ＋３．０％）

「地方再生対策費」（臨時財政対策債）分の２８億円を除けば、平成１９年度当初予算と比べ

て横ばい（平成１８年度当初予算比では、▲５％）

４ 積立基金繰入金

２８６億円（平⑲当初 ２９８億円 ▲１２億円 ▲４．１％）

財源対策としての積立基金取り崩し額 ２６０億円（平⑲当初予算 ２７９億円 ▲１９億円）
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歳 出
（単位：億円、％）

平⑳当初 平⑲当初
項 目 構成比 構成比 増減額 増減率

予 算 額 予 算 額

人 件 費 ２,４２２ 31.8 ２,３９３ 31.2 ＋ ２９ ＋ １.２

職員給など ２,１８１ 28.6 ２,１９２ 28.6 ▲ １１ ▲ ０.５

退 職 手 当 ２４１ 3.2 ２０１ 2.6 ＋ ４０ ＋２０.０

公 債 費 １,３２６ 17.4 １,２９６ 16.9 ＋ ３０ ＋ ２.３

社会保障関係経費 ７５２ 9.9 ７０２ 9.2 ＋ ５０ ＋ ７.０

普通建設事業費 １,３８５ 18.1 １,４７０ 19.2 ▲ ８５ ▲ ５.８

そ の 他 １,７４１ 22.8 １,７９９ 23.5 ▲ ５８ ▲ ３.２

合 計 ７,６２６ 100.0 ７,６６０ 100.0 ▲ ３４ ▲ ０.４

１ 人 件 費

２，４２２億円（平成⑲当初 ２，３９３億円 ＋２９億円 ＋１．２％）

定員削減などにより職員給などは減少（▲１１億円）する一方、退職手当は増加(＋４０億

円)するため、人件費は２９億円増加

２ 公 債 費

１，３２６億円（平成⑲当初 １，２９６億円 ＋３０億円 ＋２．３％）

公共投資などのために発行した県債の償還が増加し、過去最高であった平成１９年度をさ

らに上回る

３ 社会保障関係経費

７５２億円（平成⑲当初 ７０２億円 ＋５０億円 ＋７．０％）

介護保険事業県負担金の増（＋１１億円）、障害者自立支援給付費負担金の増（＋４億円）、

肝炎医療扶助費の創設（＋４億円）などにより５０億円増加

４ 普通建設事業費

１，３８５億円（平成⑲当初１，４７０億円 ▲８５億円 ▲５．８％）

財政状況を踏まえつつ、安全・安心な暮らし、地域活力創出のための基盤づくりを推進

・公共事業費 ７０８億円（平成⑲ ７３０億円 ▲２２億円 ▲ ３.０％）
・県単事業費 ２３９億円（平成⑲ ２６６億円 ▲２７億円 ▲１０.０％）
・森林整備事業費 ３７億円（平成⑲ ３６億円 ＋１億円 ＋ １.６％）
・徳山ダム建設費償還金 ２３億円（新規）

・特別支援学校建設事業費 ８億円（平成⑲ ７億円 ＋１億円 ＋１６.３％）
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４ 平成２０年度予算編成にあたっての取り組み

歳 入

① 行財政改革大綱を踏まえて、県債発行を抑制

・平成２０年度新たに地方財政対策として措置された「地方再生対策費」（臨時財政対策債）２８億

円を除いて、行財政改革大綱を踏まえ平成１８年度当初予算比で約５％抑制

② 財源対策としての積立基金取り崩し額を平成１９年度を下回る水準に抑制

・財源対策としての積立基金取り崩し額 ２６０億円（平⑲当初予算 ２７９億円 ▲１９億円）

・財源対策として活用可能な積立基金残高（平成２０年度末見込み） ２０６億円

③ 自主財源を確保

・土地開発基金の活用 ２０億円

・県有財産の売却 １７億円

④ 経費節減を徹底

・県政再生プログラムに基づく徹底した経費節減の取り組みにより、平成１９年度は、県費１５億

円を節減

歳 出

① 行財政改革の推進（▲６３億円）

○定員削減による人件費の抑制（▲２１億円）

県職員定員の２８６人減

＜部門別定員＞

Ｈ１９.４.１（実績） Ｈ２０.４.１（見込み） 削減数 削減率

知 事 の 人 人 人 ％
事務部局など ４,８１５ ４，６８７ ▲１２８ ▲２.６６

教 育 委 員 会 １６,９６９ １６，７８７ ▲１８２ ▲１.０７

警 察 本 部 ３,８５８ ３，８８２ ２４ ０.６２

公営企業(病院など) １,７１４ １，７１４ ０ ０.００

合 計 ２７,３５６ ２７，０７０ ▲２８６ ▲１.０５

○事務事業などの見直し（▲４２億円）

＜主な見直し＞

・外部評価に基づく事務事業の廃止（１０事業）、縮減（６２事業） （▲３億円）

・自己点検に基づく事務事業の廃止（１５７事業）、縮減（１，１９６事業） （▲３９億円）

・外郭団体の見直し(▲１団体)
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② 「実質公債費比率」（平成１８年度から導入）の考え方に即した償還期間の変

更（▲３４億円）

・「実質公債費比率」（平成１８年度から導入）においては、毎年度償還する方式の県債（定時償還

方式）について、実際の償還期間とする一方、借入期間の満期に一括して償還する方式の県債（満

期一括償還方式）について、大方の県の実態に合わせて、償還期間３０年としている。このため、

本県においても満期一括償還方式の県債にかかる償還期間を２０年から３０年に変更する。なお、

この「実質公債費比率」は、平成１９年６月に公布された「地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律」において、地方公共団体の財政の「健全化判断比率」の一つとされている。

・償還期間変更の結果、平成２０年度の公債費負担は３４億円減少する。

＜公債費の推移＞

平成 18年度は決算、19年度は 3補後予算、20年度は当初予算
21年度以降については、県債新規発行額 毎年 920億円、利率 年利２％

③ 重点事業特別枠の設定（１０億円）

・マイナスシーリングにあって、重要な政策課題について、重点事業特別枠を設定

・重点事業特別枠で要求のあった事業のうち、「人と環境にやさしい岐阜県づくり」「観光交流と産

業活性化による地域の元気づくり」などの事業を中心に予算化

５ 予算内容のインターネットによる公開
・県民に県予算の内容をわかりやすく公開するため、「部局」「課」「キーワード」などをホームペ

ージ上で入力することにより、個別の事業の中から条件に該当する事業の担当課、予算額、事業

概要などが表示されるようなシステム整備を推進

公債費の推移(見込み)
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